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全てを私傷病休職に押し付けてはいけない

安全と労務の河野産業医事務所

今回はシャープNECディスプレ
イソリューションズ事件（令和3
年12月23日）から得られる実務
的教訓をお伝えします。原告の
従業員はもともと「コミュニ
ケーションが成立しにくい」
「社会常識や暗黙の了解の理解
が乏しい」「社会性がない」
「被害者意識が強い」等の問題
で業務に多大な支障をきたして
おり、その後「適応障害」の診
断で私傷病休職に至りました。
「適応障害が改善したため復職
可能」という診断書が提出され
ましたが、会社は上述のコミュ
ニケーションが成立しにくい等
の問題が改善していないとして
復職を認めませんでした。裁判
所はもともとの諸問題と休職理
由と関係ないとして自然退職無
効と判断しました。
（A）一般的な社員に求める能

力や業務遂行レベル（B）能力や
特性に大きな問題があるがなん
とか働いている状態（≒なんと
か会社が目をつぶっている状
態）（C）二次的に生じた適応障
害等で休職に至った状態、とし、
判示は（C）から（B）の状態ま
で回復すれば会社は復職を認め
なければならないと読み取れま
す。

この事件の人事労務担当者は
能力や特性に大きな問題のある
従業員に対し、指導・教育・合
理的配慮・配置検討・注意処分
や必要なプロセスを経た懲戒処
分・能力不足や服務規律違反を
理由とした普通解雇など正面か
らの労務的対応を避け、私傷病
休職満了退職として全てを穏便
に一括処理しようとしたのでは
ないかと推測されます。しかし
裁判所はNoを突き付けました。
ロジックとして当然にも思う

のですが、現場の人事労務担当
者、弁護士や社労士の先生に
とって、どの症状が元からでど
の症状が新しく出たものか、そ
れぞれ何が違うのか、どこまで
本当でどこから建前なのか、非
常に分かりにくいのが実情です。
このようなケースはそれぞれの
医学的・法的な丁寧な切り分け
と検討が必要になり、人事労務
担当者、産業医、各士業で有機
的に連携しなければ最適解には
至らない時代に突入したと感じ
ます。

産業医 河野裕一郎
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